
大学教育の分野別質保証の在り方検討委員会 ２００９年５月２７日

質保証枠組み検討分科会

浦川道太郎

専門教育における学修目標の提示と達成度の確認

一つの試みとしての法学検定試験

１．法学部教育の現状

・法学部学生数→１６６，１０２人［約４０，０００人］（社会科学では経済学部２３５，６６６人に次ぐ）

法曹への進路→法科大学院定員５，７６５人［現在］、司法試験合格者３，０００人［２０１０年？］

・大多数の法学部の学生は、法曹になる者は僅かであり、大半は事務職・営業職として就

職する。この傾向は、むしろ進行している（？）。

社会科学系卒業生１５９，４１５人→事務従業者７２，０４２人［４５．２％］

販売従事者５０，１１０人［３１．４％］ （上記は平成２０年度）

・法曹への関門である法科大学院は、専門職大学院であり、その門戸は法学部卒業生に限

られていない。→法学部教育の目標喪失→進路に関する目的意識の一層の拡散が生じて

いる。

・法学部教員の法学部から法科大学院への移動と法学部と法科大学院の制度的切断＋卒業

単位数の減少→専門教育科目の減少とそれを埋める教養教育の増加→専門教育としての

法学教育の空洞化→法学部の存立基盤の崩壊（？）

２．大学（学部）教育の出口における専門知識の能力検定の意義

・【現状】大学入学までの徹底した偏差値教育→大学の格付け→「大学」入学により卒業

後の進路（人生）が決定される→１８歳時における人生決定→大学教育の無意味化→

（偏差値下位校における）スチューデント・アパシー

・【現状・法学部】法学部教育の目標喪失（上述）→（偏差値の比較的上位校における）

スチューデント・アパシーの発生（？）

○法学部教育における学修達成度の客観的評価→学部生に再度の進路選択のチャンスを与

える→人生決定の機会を大学の入口から出口に移動させる（？）
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○法学部における専門教育の具体的な学修目標の提示と学修達成度評価

⇩ ⇩ ⇩

法 学 検 定 試 験

※参考文献

新堂幸司「法学部の教育目標」東海法学２３号１頁（２０００年）

竹下守夫「『法学検定試験』の夢」ＮＢＬ６４６号３頁（１９９８年）［別紙・参考文献］

３．法学検定試験の実態

法学検定試験の実施主体 財団法人日弁連法務研究財団＋社団法人商事法務研究会

法学検定試験委員会

委員長 新堂幸司 財団法人日弁連法務研究財団理事長・東京大学名誉教授

副委員長 前田 庸 社団法人商事法務研究会会長・学習院大学名誉教授

委 員 奥島孝之 早稲田大学学事顧問・教授ほか９名

［別紙・法学検定試験委員会事務局「法学検定試験の目的と概要」参照］

○「検定試験」方式に対する興味→「日本型」教育（？）→「素点」による評価ではなく、

「級」の認定→『法学検定試験問題集』の公表と「級」取得を目標にする学修→学修目

標の提示と学修達成度評価としての「級」認定→柔道・剣道・茶道・華道等に共通

４．法学検定試験に関する新たな動きと法学既修者試験

・法科大学院教育の変容

司法試験合格者数（３０００人の壁）＋法科大学院の過剰定員→司法試験合格率の低下→司

法試験の持つウェイトの増大→法学未修者・社会人層の法科大学院入学回避（適性試験

［ＬＳＡＴ］受験者数／２８，３４０人［２００３年］→８，５２７人［２００９年度受付最終日］）→各法科大

学院における「法学部生から法科大学院既修者コース［２年制］への進学者」の争奪競争

の激化→専門教育としての法律学の学修達成度の客観評価の重要性→法学検定試験の重

視・法学既修者試験の採用
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